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教育目標と本年度の重点目標の評価 
 

学校の教育理念・目標 令和 7(2025)年度重点目標 重点目標・計画の達成状況 課題と解決方策 

■建学の理念（学校の教育理念） 

① 実学教育 

 特定の職種で、即戦力となる知識・技術（テ

クニカルスキル）を身につける。 

実学教育の要となる体験学習は「４つの現

場体験と2つの学内実習」である。在学中に

「歯科技工所、歯科医院、大学病院、企業・メ

ーカー」といった４つの現場体験を行い、さ

らに「合同実習、相互実習」といった２つの学

内実習をはじめとした実習授業が全体の７

０％を占めている。このように学生が体験し

ながら学ぶことができる仕組みづくりをして

いる。 

また、専門職として業務の遂行に必要な

国家資格に確実に合格するよう万全の指導

を行っている。 

 

② 人間教育 

いかなる職種でも必要なプロとしての身

構え、気構え、心構えを持った職業人を養成

する。 

専門職として仕事をする上で、サービス

力、コミュニケーション力が求められてい

る。いかに技術的に優れていても人間性に

欠けていたら信頼される職業人にはなれな

いので、学校生活のなかで、いかに人間力

を高める教育ができるかが重要であると考

えている。まず、開学以来『今日も笑顔であ

いさつを』を標語として掲げ、あいさつを習

慣にする指導にとりくんでいる。 

 

■入学定員の充足  

 

■カリキュラムイノベーションの実行  

 

■教職員の個人と組織の成長 
 

■入学定員の充足  

少子化によるマーケット減少に対応

するべく、以下の点に重点をおいた運

営をすることで、入学定員の安定的充

足をめざす。 

・産学官連携・協同教育を積極的に推

進し、顧客の価値を生み出し提供する。 

・また、顧客にとって価値があると感じ

られる教育カリキュラムを構築する。 

・デジタルネイティブ世代の価値に合わ

せた学科の強みと広報システムを構築

する。 

 

■カリキュラムイノベーションの実行  

教育のシステムとプログラムの開発・

改善を推進することで、教育の質的向

上を図る。 

・これまでに開発してきた ICT ツールを

活用し、教育コンテンツの推進と定着

（学生の価値に合わせた授業カリキュラ

ムとシステムを構築 

する）をする事で“スマートフォンを使っ

たスマートな学校生活”を実現する。 

 ・高校新卒、社会人、留学生と様々な

学生に対して、キャリア教育の充実を図

る事で、セルフマネジメント力のついた

医療専門人材に成長させる事ができる

教育力をつける。 

 

 

 

１．入学定員の充足 

・「歯科技工士」職業、専門教育について

広報活動を実践する。 

・「歯科技工士」に関連する分野（海外、

デジタル、スポーツ他）へ普及する。 

・「歯科技工士」業界との緊密な関係・連

携づくりをはかる。 

 

２．ＦＤ活動の強化・ICT 教育の推進 

※学生一人ひとりが目標をクリアする力

を身につけるための授業力、教授力の

向上をはかる。 

講師の研修会の実施、新任講師の

OJT 研修、コマシラバス、小テストをは

じめとする教育システムの質的向上をは

かります。 

※ＦＤ (Faculty Development の

略) 教育力向上のための実践的とりく

み。 

学内のＩＣＴ教育システム（新東京スマ

ホキャンパス※３）を整備し、教育業務の

効率化を目指す。 

 

３．就職支援体制  

業界見学、実習、など業界と学校が積

極的に連携し、人材養成と歯科技工業

界とのマッチングと卒後支援をはかる。 

 

４． DX 委員会の設置 

学内に DX 委員会を設置し、ICT 教

育の促進を図る。 
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学校の教育理念・目標 令和 7(2025)年度重点目標 重点目標・計画の達成状況 課題と解決方策 

③ 国際教育 

在学中からコミュニケーション言語として

の英語、および専門英語を身につけるばか

りでなく、より広い視野でモノを捉える国際

的な感性を養う。 

歯科医療は、グローバルなビジネスなの

で、ロとして仕事をする上で、海外で活躍す

る事はもちろん海外のお客様や取引先と接

する機会はますます増えていくこと考えて

いる。それぞれの分野で先進的な取り組み

をしている海外の学校や団体などに赴き、

学ぶことができる海外研修を実施してい

る。日本人としてのアイデンティティを確立

したうえで、価値観や文化の違いを尊重で

きるよう導いている。 

■５ヵ年の目標（2022 年度から 2026

年度までの 5 年間に、以下の目標を達

成する） 

１．入学定員の充足を目指します。（※１） 

２．進級率 95％を目指します。 

３．1年以内の離職者0 名を目指します。

（※２） 

４．ICT 教育システムの開発と運用で学

生満足度の向上を目指します。 

※1 入学定員：歯科技工士科Ⅰ部（昼間

部）90 名、歯科技工士科午後部（昼間

部）35 名 → 30 名、歯科技術予備教

育科（昼間部）35 名 → 20 名  

※2025 年 4 月入学生より 

一部定員変更 

※2 １年以内の離職：学校を卒業し、就

職した後 1 年以内で離職した者 
 

■教職員の個人と組織の成長 

・強みを活かした役割分担の可視化と

スピーディーなコミュニケーションの実

践を意識した運営で教職員個人の成

長を支援する。 

・顧客の視点に立ち、その顧客の価値

を考えた教育価値を提供し、イノベーシ

ョンにチャレンジできる組織となる。 

・コンプライアンス（法令遵守）と運営収

支を遵守した運営を継続する。 

・目標達成のために決めたことをやり抜

く組織になる。 

 

 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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基準１ 教育理念・目的・目標と職業教育のマネジメント 
1-1 （1/2） 

1-1 教育理念、目的及び目標の設定等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

1-1-1 教育理念等を踏

まえ、当該専門学校とし

て、目的及び目標を設定

し、学科（コースを設置

している場合はコースご

と）ごとに育成する人材

像を明確にしているこ

と。  

 

○当該専門学校の教育理念を

踏まえた目的、目標が適切な決

定過程により設定されている

か 

教育理念を踏まえた目的、目

標は学園、学校の承認を得て設

定されている 

法人の寄付行為に基づく透

明性の高い基準により設定さ

れており、継続的かつ安定した

運用が確保されている 

目的、目標が社会環境の実情

と乖離しないよう外部評価を

受信する 

○設置している課程、学科ごと

に目的、目標、育成人材像が具

体的に示されているか 

設置している学科ごとの目

的、目標は教育指導要領、学生

便覧に記載されている 

文章化しているので、目的、

目標、育成人材像が理解しやす

い 

学科の目的、目標は情報公開

の観点から、引き続き、各種書

類・資料にて具体的内容を明示

する 

○当該専門学校の教育理念、目

的、目標と学科等ごとの目的等

との関連性が明確になってい

るか 

教育指導要領、学生便覧にて

明記をしており、講師会議や学

生のオリエンテーションにて

読み合わせを行っている 

学校の理念、目的、目標に合

わせて、目的等は設定さている

ため、関連性は理解されている 

目的、目標が社会環境の実情

と乖離しないよう外部評価を

受信する 

○また、入学者受入れ方針、教

育課程編成・実施方針、卒業認

定方針との関連性が明確にな

っているか 

教育指導要領・学生便覧に記

載されており。関連性が明確に

なっている 

入学時や進級時に学生便覧

を通じて、学生とも読み合せる

ため評価基準の浸透度が高い 

基盤となる基準は学則にて

明示をしており、社会環境・情

勢に合わせて適宜、変更をして

いく 

○教職員、学生、社会に対して

教育理念等が十分に周知・公表

されているか 

教育指導要領・学生便連にて

教職員、学生に周知できている 

学校理念はホームページに

アップし、公表している 

外部に公表することで教育

理念の周知を喧伝しているの

で、何のための学校であるか周

知ができている 

教育理念は、学校の情報公開

により幅広く公開している 

また教職員研修や学生のオ

リエンテーションでも伝播し

ていく 
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1-1 （2/2） 

参照資料 中項目の評定 

教育指導要領・学生便覧、学校ホームページ、滋慶語録（社外秘資料） 

3 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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1-2 （1/1） 

1-2 職業教育のマネジメント体制の整備 

 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画、組織役割表、学年歴 

2 
 

 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

1-2-1 職業教育を推進

（教育の企画・設計・運

用、検証及び改善・向上

等）するために必要なマ

ネジメント体制（以下

「職業教育のマネジメ

ント体制」という。）を

整備し、有効に機能して

いること。 

○当該専門学校の目的を実現

するために、学校内に具体的に

職業教育を推進するための組

織体制を整備しているか 

学校の目的を実現するため

に、学校内に具体的に職業教育

を推進するための組織体制とし

て、学内組織の他、学校関係者

評価委員会や教育課程編成委員

会など、外部委員を招聘した委

員会も整備している 

運営会議にて、各学科の企

画・設計・運用・検証し

PDCA を行うマネジメント

体制を整備している 

また外部委員が参画する

委員会の意見・結果につい

て教育に取り入れている 

 職業教育の質向上に向け、学

内にとどまらず外部の多様な意

見を取り入れ、教育内容に反映

する仕組みを一層強化する 

○職業教育のマネジメント体

制は有効に機能しているか 

職業教育のマネジメント体制

は有効に機能している 

部署ごとに業務を司る役割の

職員を配置し、効果的なマネジ

メントを実施している 

学科特性に合わせた年間

計画を立てることでマネジ

メントは有効に機能してい

る 

公的制度を利用しての入

学者や留学生など多様化し

た学生に合わせたマネジメ

ントには課題がある 

オンラインツールを活用し、

学生の多様なニーズに応じた個

別支援体制を強化することで、

マネジメントの有効性をさらに

高める 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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基準２ 教育課程、教育の実施、学修成果 
2-1 （1/2） 

2-1 教育課程の編成と授業科目 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-1-1 学校の目的・目標

及び育成人材像を実現す

るための教育課程編成・

実施方針を定め、方針に

基づき、必要な授業科目

を体系的・段階的に配置

した教育課程を編成して

いること。 

○教育課程の編成にあたって、

卒業認定方針を踏まえ、学校の

目的・目標及び育成人材像を実

現するための教育課程編成・実

施方針を策定しているか 

卒業認定方針を踏まえ、学

校の目的・目標及び育成人材

像を実現するための教育課

程編成を行っている 

教育目標から逆算した学年

到達目標に対する実施方策に

課題がある 

方針の正否については、定期

的な教育課程編成委員会を実

施していることから、外部の歯

科関係者の意見を反映させる 

○教育課程編成・実施方針に基

づき、系統性・段階性に配慮し

た授業科目を配置し教育課程

を体系的に編成しているか 

系統性・段階性に配慮した

授業科目を配置し教育課程

を体系的に編成している 

教育目標から逆算した学年

到達目標に対する実施方策に

課題がある 

学年到達目標を見据えた教

育の年間計画を作成、運用を行

う 

○当該専門学校における教育

課程編成の過程は、明確になっ

ているか 

指定規則に基づいて教科課

程の編成を行っている 

即応力を養うため、現場有識

者の意見を教育課程編成委員

会にて聴取し、カリキュラムに

反映している 

外部環境の変化に対応し教

科課程の変更を適宜行ってい

く 

2-1-2 教育課程編成の

ために、教職員及び企業

等の役職員その他の委員

により組織する教育課程

編成委員会等を設置し、

年 2 回以上開催している

こと。 

【注）職業実践専門課程】 

○職業実践専門課程の認定課

程（学科等）を設置する学校に

おいては、産業界及び地域社会

との連携による教育課程の編

成・実施のため、教育課程編成

委員会を設置しているか 

歯科技工の現場有識者を

委員として招聘しており、定

期的な委員会の開催を実施

している 

歯科技工教育に十分に役立

つ意見徴収ができているため 

その内容を科目シラバスに

落とし込んでいる 

委員会での意見偏重になら

ないよう、招聘委員の固定化を

避けるよう定期的に委員の変

更を行う 

○上記委員会を年 2 回以上開

催し、産業界等からの意見につ

いて具体的に反映させるなど、

委員会を機能させているか 

産業界等からの意見を整

理し、教育に活かせる内容を

適切に反映することで、委員

会が効果的に機能している 

教育課程編成員会での意見

を参考にカリキュラムを組ん

でいるが、その経時的効果につ

いて効果測定など、重点課題を

深掘り検討するに至っていな

い 

引き続き年間 2 回の教育課

程編成委員会を実施する 

各位委員会の中心議題を固定

化し、教育に関する効果測定が

できるようにする 

 

2-1 （2/2） 
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点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-1-3 外国人留学生に対し

て、日本国内に就職する際に

必要となる日本社会の理解の

促進に資する授業科目を 300

時間以上開設していること。 

【注）外国人留学生キャリア形

成促進プログラム】  

○外国人留学生キャリア形成

促進プログラムの認定課程を

設置している専門学校におい

ては、外国人留学生に対し

て、日本国内に就職する際に

必要となる日本社会の理解の

促進に資する授業科目を 300

時間以上開設しているか 

外国人留学生に対して、日

本国内に就職する際に必要と

なる日本社会の理解の促進に

資する授業科目を 300時間以

上開設していないが、別用件

で満たしている 

多様な国籍の留学生が在籍

しているため、留学生ごとの理

解度に差が生じていることが

課題である 

歯科技工の専門教育も実施

しつつ、「日本で学ぶ意義」「日

本の文化・風習」など、留学生

が卒後、日本国内でも活躍がで

きる内容も、今後の教育に盛り

込んでいく 

○該当する授業科目は、文

部科学省が規定する要件を

満たす適切な内容になって

いるか 

該当する科目を含む授業

科目において、国籍を問わず

学生が参加をしている 

このため文部科学省が規定

する要件は十分クリアしている 

留学生が授業を受けるクラ

スは、日本人学生との混成編成

としており、平素の歯科専門分

野の職業人教育から日本にお

ける職業観が得られるように

なっている 

専門職業教育以外の日本文

化を醸成する仕組みを取り入

れる 

 

参照資料 中項目の評定 

教育課程表（カリキュラム表）、教育課程編成委員会議事録・意見書 

2 
 

 

 最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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2-2 （1/2） 

2-2 教育課程の実施 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-2-1 授業科目内容に

応じ、講義、演習、実験、

実習又は実技等、適切な

授業形態で教育が実施さ

れ、かつ、適切な教材が

用いられるとともに、学

校が定めた基準に基づき

成績評価を行っているこ

と。  

○各授業科目について、適切な

授業形態、方法及び教材が用い

られているか 

授業科目について、適切な授

業形態、方法及び教材が用いら

れている 

物価高騰の影響で教材の供

給に際し、販売元の生産中止な

どで、安価で良質な物品を教材

とすることが難しくなってい

る 

教材についてはロット単位

での購入など、良質なものを提

供できる方策を検討する 

○授業科目ごとにシラバスを

作成し、学生に周知しているか 

授業科目のシラバスの他、授

業ごとのコマシラバスを作成

し、学生に周知している 

シラバスの作成により授業

内容が計画的に構成されてい

る。一方で、実習では学生の習

熟度に応じて進行が変動する

ため、柔軟な運用が求められる

点が課題である 

目標に到達出来ていない学生

に関しては補習などでサポー

トしていく 

○学生に対する履修指導、予

習・復習等に係る相談・支援に

取組んでいるか 

履修指導や予習・復習に関す

る相談支援に取り組んでいる

が、よりきめ細かな支援を行う

ための体制整備が今後の課題

となっている 

多様な学生の学習ニーズに

対応するため、支援体制のさら

なる整備が課題となっている 

学生一人ひとりの教育背景

や習熟度を把握し、それぞれの

状況に応じた学習支援の仕組

みを整備することが求められ

ている。また、オンラインツー

ルを活用して学生の自立的な

学習を促進し、より効果的な個

別支援につなげていく必要が

ある 
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○成績評価について、授業科目

の内容、形態に応じた基準を設

定し、シラバス等で学生に明示

した上で、学生の学習に係る評

価を公正かつ厳格に行ってい

るか 

評価の基準を設定し、それに

基づいて学生評価を実施して

いる。また、授業の特性に応じ

て適切な評価方法を採用して

いる。学生の評価分布について

は GPAを用いて把握している 

評価の公平性・透明性が整っ

ているため、問題が生じること

がない 

今後も評価の質を保つよう

基準や方法について整備を続

けていく 

○成績評価の公正性・厳格性を

担保するために、学生からの成

績評価に関する問合わせ等に

対応するしくみを整備し、かつ

学生に対して明示し、適切に運

用しているか 

学生からの成績評価に関す

る問合わせ等に対応するしく

みを整備し、かつ学生に対して

明示し、適切に運用している 

学生便覧・シラバスに成績評

価に関する記載をし、学生に明

示している。 

評価基準の公表は今後も続

けていく 

 

 

2-2 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-2-2 企業等と連携し

た、実習、実技、実験又

は演習等（以下「実習・

演習等」という）の授業

を行っていること。 

また、教育目標の達成

に必要な企業等と連携し

た実習・演習等の単位時

間または単位数の総授業

時数に占める割合を具体

的に設定していること。 

【注）職業実践専門課程】  

○職業実践専門課程の認定課

程（学科等）を設置する学校に

おいては、実践的な職業教育と

して重要な企業等と連携した、

実習、実技、実験又は演習等（以

下「実習・演習等」という）を

行っているか 

実務家教員※を配し、実践的

な職業教育を実践している 

特に実習や演習の授業では

現場に即した卒後すぐに使え

る知識・技術を実務家教員※が

享受している 

 

※「実務家教員」職業実践専門

課程並びに修学支援新制度に

て指定されている企業と連携

した教員で専門実務の経験を

持つ者を指す 

実習授業で企業連携を行い

業界からのフィードバックを

受けられる。 

企業特性に合わせた実習授

業を行えていないことが課題

である。 

臨床に即した授業内容を検

討している 



 

10 

 

○連携実習等の総事業時間数

に占める割合を設定している

か 

連携実習等の総事業時間数

に占める割合の設定ができて

いない 

年間で組まれている連携実

習は設定出来ているが、限定的

に行う連携実習の割合は設定

されていないことが課題であ

る 

年間計画で産学連携実習が設

定できるような仕組みを整備

する必要がある 

○連携実習等において、協力機

関等と到達目標等を共有し、成

績評価等について必要な協

働・連携する体制を整備してい

るか 

対象授業の育成目的・目標、

授業特性、内容、評価基準・方

法について事前に共有し、共通

理解を図ったうえで、授業運営

においては講師の専門性を生

かした指導が行われている。ま

た、評価については本校教務部

と連携して実施する体制を整

えている 

業界講師に授業を担ってい

ただくことで、業界に即応でき

る、活きた知識・技術の教授が

可能となっている 

また、定期的に実施をしてい

る講師会議にて指導内容の補

正もできており、質の高い授業

が展開されている 

組織連携を構築し、カリキュ

ラムの読み合わせをするだけ

ではなく、チェック機能として

の講師会議を今後も続けてい

く 

 

参照資料 中項目の評定 

教育課程（カリキュラム）表、学生便覧、講師会議、教育課程編成委員会 

2 
 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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2-3 （1/1） 

2-3 単位・卒業認定 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-3-1 学校の目的・目標

及び育成する人材像を実

現するために必要な卒業

認定方針（資格・免許等

を含む修得させる職業能

力を含む）を学科・コー

スごとに定め、当該方針

に基づき卒業を認定して

いること。 

○あらかじめ、学生に周知して

いる卒業認定方針に即した卒

業認定の基準及び方法によっ

て卒業認定を行っているか 

 卒業要件を学則で規定し、そ

の運用について学則施行細則

にて周知をしている 

 実際の運用は科目に即した

方法にて実施をしている 

卒業認定方針に即した卒業

認定の基準及び方法によって

卒業認定を行っている 

指定規則に基づいて卒業認

定を行っている。 

臨床に即した職業能力、特に

社会人基礎力の修得には課題

がある 

 

知識・技能・態度に分けた職

業能力の設定を行う 

 

参照資料 中項目の評定 

学則、学則施行細則 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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2-4 （1/2） 

2-4 学修成果目標の達成状況 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-4-1 卒業認定方針に

明示した学科・コースごと

の職業能力（資格・免許等

の取得、必要な知識や技

術、技能、職務遂行能力

の修得など含む。）の学生

の修得状況を把握し、評

価していること。  

○卒業認定方針を踏まえ、学

科・コースごとに職業能力（資

格・免許等の取得、必要な知識

や技術、技能、職務遂行能力の

修得含む。）の修得についての

目標を定め、学生の達成状況を

把握し評価しているか 

学科・コースごとに職業能力の

修得についての目標を定め、学

生の達成状況を把握し評価して

いる 

学生の達成状況にばらつき

があることが課題である 

オンラインツールの活用や時

間外活動で補っていく 

2-4-2 学生の進路に関

する目標を定め、その目

標を達成していること。  

○学生の就職、進学等進路に

関して具体的な目標を定め、そ

の目標の達成状況を把握してい

るか 

就職担当の職員が一人ひと

りの進路希望を把握し、目標管

理をしている 

学生個々が希望する就職先

に就いている 

学生の就職支援に際し、こち

らの支援準備に相反して、学生

自身のモチベーションに左右

されるケースがあるため、いか

なる状況でも支援できる体制

を構築する 

○卒業後の進路・キャリア形成

に関する相談や指導などの支

援体制を整備し適切に運用し

ているか 

卒業後も学内求人の閲覧や、

学校との連絡ツールを整備し、

転職などの相談・指導を行って

いる 

再就職を求める卒業生全員

が支援を求めているニーズの

掌握には課題がのこる 

定期的な卒後調査を実施し、

再就職支援が必要な卒業生の

洗い出しと就職支援を実施す

る 

○卒業生の進路・キャリア形成

状況等を踏まえ、当該専門学校

の教育課程、教育方法、学修成

果等を検証し、必要に応じ、そ

れを踏まえた改善・向上策をとっ

ているか 

毎年、教科課程・教育目標、

教育方針、学習成果の振り返り

と行い、改善・向上に努めてい

る 

実績として専門就職率が高

いことから、教育基盤・内容の

不備はないと考えている 

就職マイノリティ※となる

学生への在学中の支援体制を

整備したい 

※「就職マイノリティ」ここで

は一部の学生において、就職活

動に著しいこだわりや、学習・

生活面を含む修学困難者と定

義する 
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2-4 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-4-2 続き ○卒業生、実習先・就職先など

関連する企業及びその他組織

の意見や在学生の意見を勘案

するなど、多角的、継続的な視

点に立った検証方法等について

工夫をしているか 

企業からは教育課程編成委

員会、講師会議などで意見を聴

取している 

在校生からも定期的なヒア

リングにて意見を聴取し、教育

方針や学習成果の検証を行っ

ている 

「学校関係者評価委員会」に

て学外より学校の評価・意見を

いただいている 

また、業界の有識者の意見を

「教育課程編成員会」にて聴取

することができるため、比較

的、現場に即した教育が実施で

きている 

本校は同窓会が独立組織と

して機能している 

そのため同窓会と連携して

学生支援をおこなう体制の計

画を考えていきたい 

 

 

参照資料 中項目の評定 

就職サポートブック 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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基準３ 学生の受入れ、学生支援 
3-1 （1/1） 

3-1 学生募集及び入学者の選抜、収容定員の管理 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-1-1 入学者の受入方

針、入学選考基準、方法

を定め、入学希望者に明

示し、入学者の選考を公

正に行い、合否を決定し

ていること。 

○卒業認定方針及び教育課程

の編成・実施方針を踏まえて学

生の受入れ方針を定め、求める

学生像や入学者に求める水準

等を明確に示しているか 

入試の方法、入学要件は学則

に定めている 

また、具体的な入試の方法に

ついては募集要項に記載をし

ており、本校ホームページにも

記載をしている 

 入学予定者からの相談に積

極的に応じることで、オープン

キャンパス参加への動機付け

ができており、来校を通じて学

校理解の向上につながってい

る 

推薦入試における対象項目

が多岐にわたるため、受験者の

状況や要望を踏まえた運用方

法の見直しを検討したい。ま

た、留学生の日本語学校経由で

の入学要件が本年度 4 月より

変更されたことから、次年度の

入試制度に適切に反映してい

る 

○また、選抜方法及び手続をあ

らかじめ公表した上で、所定の

選抜基準及び体制のもとで適

切かつ公正に入学者を選抜し

ているか 

選抜の基準を募集要項に記

載をしている 

入試の際は評価表を用いて

一定の水準で入学希望を評価

できるようにしている 

 日本人の希望者については

特に問題になることがなく運

営できている 

 留学生に関して必要書類の

提出が多いため負担をかけて

いる 

 留学生が安心して手続きを

進められるよう、必要書類の案

内やサポート体制を強化し、負

担の軽減を図る 

3-1-2 学生の受入れは、入

学定員に基づき適正に行

っていること。 

【注)修学支援新制度機

関要件の確認】 

【注）外国人留学生キャ

リア形成促進プログラ

ム】 

○入学定員に対する入学者数

及び収容定員に対する在籍学

生数を適正に管理しているか 

入学希望者、出願予定者、出

願者、受験辞退者、合格者、入

学辞退者を日ごとに数値管理

している 

また、留年復学に伴う学生数

については教務部と共同して

把握をしている 

 定員管理を適切に行うこと

を基本として運営しているが、

入学辞退や留年・復学などの在

校生の動向により、年度によっ

ては定員に変動が生じる場合

がある。今後は、より精度の高

い見通しを立てられるよう管

理体制の改善を進める 

 定員を適切に管理するため、

入学予定者数の見通しの精度

向上に取り組む必要がある。そ

のため、教務部と連携しなが

ら、入学者選抜のプロセスをよ

り適切に運用していく 
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参照資料 中項目の評定 

学則、募集要項 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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3-2 （1/1） 

3-2 多様な学生に対する修学支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-2-1 適切な体制を構

築し、障がいのある学生、

海外からの留学生、社会

人経験者など、多様な学

生の修学に関する支援を

行っていること。 

 

○障がいのある学生、海外から

の留学生等多様な学生に対し

て必要な配慮、支援を行ってい

るか 

留学生や社会人経験者、公的

制度を利用する学生など多様

な学生に対して配慮・支援を行

っている 

また、必要に応じて合理的配

慮を行っている 

合理的配慮においては、毎

年、申請者がおり、学内外の関

係部署にて対応をするため、対

象者については一定の理解が

得られている 

合理的配慮の申請内容があ

る程度蓄積されたのち対応に

ついて基準を再設定する必要

がある 

3-2-2 特に海外からの

留学生について適正な在

籍管理、進路(就職)指導

を行うとともに、日本人

学生との交流の機会が確

保されていること。 

【注）外国人留学生キャ

リア形成促進プログラ

ム】 

○特に、外国人留学生キャリア

形成促進プログラムの認定課

程を設置する専門学校におい

ては、海外からの留学生につい

て適正な在籍管理、進路(就職)

指導を行うとともに、日本人学

生との交流の機会が確保され

ているか 

就職希望者の留学生は全員

就職をかなえている 

教科課程内外で日本人と交

流する機会を設けている 

留学生の卒後の在留資格が

就職者については「技・人・国」

のビザしか発給されないため

修学した知識技術を十分発揮

できないことがある 

現在、技工士における外国人

労働者にたいする就労ビザに

ついて「医療」ビザの発給が検

討されているので決定次第、業

界に周知していく予定 

3-2-3 学生の経済的側面

に対する支援体制を整備

し、適切に周知、運用し

ていること。  

○学生が修学を継続するため

の経済的側面に対する支援体

制を整備し、情報の提供及び相

談について適切に周知、運用し

ているか 

学内にて独自の奨学制度を

用意している 

学費担当(学生サービスセン

ター)の職員が経済的側面に対

する相談や情報提供を行って

いる 

日本学生支援機構にて留学

生に対し、奨学金を適用できる

ようになっているが、対象が一

部の学生となっているため、そ

の恩恵が行きわたっていない 

 現在行っている、学校独自の

奨学制度を継続する 

 外部の留学生に対する奨学

生制度についても積極的に活

用していく 

 

参照資料 中項目の評定 

募集要項、留学生ブック、日本学生支援機構_奨学金案内 

2 

 
最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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3-3 （1/1） 

3-3 学生生活に関する支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-3-1 カウンセラーの

配置、相談室の設置など、

学生の相談に対応するた

めの環境整備を行い、適

切に運営していること。 

○学生生活等に関する相談体

制を整備し、相談対応につい

て、十分、学生に対して周知し、

機能、活用されているか 

 

週 2 日、学園グループ所属の

カウンセラーが、学生相談室の

整備を行っている 

 

相談室を活用する学生は一

定数いるが、利用対象者が固定

化する傾向にある 

新規相談者が気兼ねなく利

用できる状況を作りたい 

 現状特に不足の部分はない

が、相談室の利用が長期化する

学生については、相談内容によ

っては医療機関につなぐなど

検討する 

3-3-2 留年者、退学希望

者など学習の継続に困難

な問題を抱える学生に対

し適切な対応を行ってい

ること。 

○留年者、退学希望者など学習

の継続に困難な問題を抱える

学生にあわせて他部署も巻き

込んで個別に対応できている

か 

進路変更を希望する学生の

要因は様々あり、学習・クラス

環境に関する事柄については、

教務部が、就職に関しては、キ

ャリアセンターが、学費・奨学

金については学生サービスセ

ンターが、それぞれ個別に対応

している 

学生の要因に合わせて適切

な部署・担当者が対応にあたっ

ている 

デジタルツールなどを活用

し、非接触型の支援を行うこと

で早期対応ができている 

外部環境の変化に合わせた

対応が行えるよう定期的な研

修を検討する 

3-3-3 学校保健安全法

に基づく学校保健計画を

策定し、学生の心身の健

康管理体制を整備し、適

切に運用していること。 

〇定期的な健康診断の実施、結

果のフォロー、健康管理に関す

る啓発活動など、学生の心身の

健康管理体制を整備し、適切に

運用しているか 

4 月に全学生対象とした健

康診断を行っている 

2 次検診対象者の管理と全

員受診が課題である 

学生については、高い受診率

ではあるが、4 月の健康診断に

おいて未受診者がいる結果と

なっている 

2 次検診対象者も同様であ

る 

健康診断の受診は学生にと

っての義務行為であることを

徹底周知する 

定期的に未健診者をリスト

アップし、受診の促しをしてい

く 

3-3-4 学生のキャリア

支援、就職支援に対する

支援体制を整備し、適切

に周知、運用しているこ

と。 

〇キャリアセンターとの連携

強化及び学生への情報の周知、

運用ができているか 

教務とキャリアセンターが

定期的に情報共有を行ってい

る 

多様化する学生に合わせた

支援体制を整えている 

多様な年齢層・多国籍の学生

が在籍しているため、それぞれ

効果的な時期に合わせた就職

支援を行っている 

学内での情報共有に留まら

ず。業界への周知をさらにすす

めていく 
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参照資料 中項目の評定 

学校教育法、学校教育法施行規則、学校保健安全法、学生便覧 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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3-4 （1/1） 

3-4 学生の自主的な学習等の促進に対する支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-4-1 学生の学力や学

習状況を把握し、入学前

教育や補習授業を行うな

ど学習支援に取組んでい

ること。学生の円滑な学習

に向け、シラバスの活用に

よる学習成果の向上や自

主的な学習に関する適切

な支援を行っていること。 

○自主学習等に対する相談対

応と学習支援 

学習相談に対する体制は整

っている 

自主学習については学習の

指針提示を行い学習の方向づ

けを行っている 

成績評価に応じた学習支援

も実施している 

全学生に対して質の高い支

援を行うためには、指導内容の

共有や指導の質の統一、非常勤

講師との連携体制の強化が今

後の課題となっている 

 オンラインツール活用し、リ

アルタイム以外での対応を行

っている 

○成績不振の学生の状況把握

と指導 

毎月学生状況を把握し、適切

な支援・指導を行っている 

支援結果にばらつきがあり、

個別最適化の支援に限界が生

じている 

学習に対する動機づけの工

夫を行い続ける 

○留年及び休学者の状況把握

と対応 

留年・休学については、翌年

度の進退含め定期的に連絡を

行っている 

休学者は学校に対する所属

意識が途切れることなく進路

について考えることができて

いる 

休学者が安心して復学でき

る方法を模索する 

○退学希望者の状況把握と対

応 

退学希望者に関しては、早期

に状況把握を行っている 

退学が決まった学生が負担

にならないようにしている 

今後も情報収集と的確な事

務処理を行っていく 

3-4-2 正規の授業時間

以外に行われる、課外活

動など学生の自主的な活

動を充実させるため、適切

に支援していること。 

○部活動などの実績と支援の

実施 

部活動の実績はない 部活動に対し、学生の要望が

拾えていない 

部活動については実施規定

や学生の要望調査を検討する 

○ボランティア活動の実績と

支援の実施 

歯科医師会が主催するイベ

ントなどに参画している 

学校の独自性が活かせるボ

ランティアが少ない 

産業界に幅広く社会貢献活

動としてのボランティアの機

会を呼びかける 

 

参照資料 中項目の評定 

スマホキャンパス、MicrosoftTeams 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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基準４ 教員・教育実施組織 
4-1 （1/1） 

4-1 教員の配置、募集、採用 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-1-1 教育課程を実施

するのに必要な、資格・

要件を備えた教員につい

て、採用基準等を整備し、

適正に配置しているこ

と。 

○法令上の基準を遵守し、学

校の目的を実現し、目標の達成

するための教育を十分に実施

できるだけの教員を配置して

いるか 

歯科技工士学校養成所指定

規則に則った教員を配置して

おり、職業実践専門課程につい

ても準拠する教員が多い 

本校での教員歴が長い教員

が多数在籍している 

経験が長い教員が多いため、

目標達成するための教育を十

分に実施している 

業界全体で人材の確保が難

しい状況にあり、特に若手教員

の採用が課題となっている 

 非常勤講師を採用するなど

授業の質を担保している 

 卒業生を中心に専任教員の

募集について周知している 

 

参照資料 中項目の評定 

学校教育法、専修学校設置基準、歯科技工士学校養成所指定規則、職業実践専門課程、高等教育の修学支援新制度 

1 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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4-2 （1/1） 

4-2 教員の組織編制等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-2-1 学校の目的に応

じた教育を実施するため

に、適切な業務分担、責

任体制のもとで分野の区

分ごとに、教員の組織体

制を整備していること。 

○当該専門学校の教育活動を

進めるための基本的な組織体

制を整備しているか 

各学科学科長を設定し、専任

職員を業務分担・運営を行って

いる 

また入学事務、学費、就職相

談の組織を整備している 

部署・職位での組織役割を持

たせた結果、効率の良い運営が

できている 

大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 

○組織の責任体制、役割分担が

規程等において明確で、連携体

制が機能しているか 

部署ごとに定められた職務

分掌に準じて役割分担をして

いる 

 

部署内では職位に基づく役

割分担が機能している一方、部

署横断的な業務においては、責

任体制の明確化が今後の課題

となっている 

横断する業務に関しては、プ

ロジェクトを立ち上げ運用す

る 

○当該専門学校の目的等を共

有し、達成に向けた協働意欲を

醸成するために、教職員組織等

の円滑な運営と改善向上に向

けた取組を行っているか 

教職員組織等の円滑な運営

と改善向上に向けた研修を月

1回行っている 

研修内容が教職員の共通言

語となり、組織運営の合理化や

精度が上がることがある 

 教職員の問題意識に呼応す

る研修を取り入れていきたい 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画、組織役割表 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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4-3 （1/1） 

4-3 教員の資質の向上 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-3-1 学校の授業の内

容及び方法の改善を図る

ための FD(Faculty 

Development)など組織的

な取組や教員の研究活

動、自己啓発等への支援

を行っていること。 

○教員の資質向上を図るため

に、研修計画を作成し、計画的

に必要な研修を受講させるなど

組織的な取組を行っているか 

○教育の質の向上に向け組織的

なファカルティ・ディブロット

メント活動に取組んでいるか 

学内で定期的に教務研修を

行い教員の質向上に努めてい

る 

キャリアに応じた研修を学

園グループで行い、ファカルデ

ィ・ディブロットメントに取組

んでいる 

今春改正の学校教育法に合

わせた研修内容が履行されて

いるため、改めて研修を追加で

組む必要がない 

大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 

4-3-2教員の専攻分野に

おける実務に関する知識・

技術、技能を修得・向上す

るための研修を企業等と

連携して、組織的に行って

いること。【注）職業実践専

門課程】 

○職業実践専門課程の認定校

においては、企業等と連携した

研修（専攻分野の知識等）を組

織的に行っているか 

企業等と連携した研修を組

織的に行っている 

例として、業界団体が主催す

る研修や学術大会に専任教員

が参加している 

専門分野の研修が比較的多

く、教員の学びの機会が得やす

い 

そのため参加した教員が研

修などで得た知識を授業に取

り込んでいることが見受けら

れている 

大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 

4-3-3 教員の授業及び

指導力等を修得・向上す

るための研修を企業等と

連携して、組織的に行っ

ていること。 

【注）職業実践専門課程】 

○職業実践専門課程の認定校

においては、企業等と連携した

研修（指導力の向上）を組織的

に行っているか 

指導力向上に関する企業に

講師を依頼し研修を実施して

いる 

 職階に応じて指導力の研修

が受講できるので、無理なく教

員としての能力を蓄積するこ

とができている 

大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 

 
最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 

参照資料 中項目の評定 

JESC レポート 

3 
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基準５ 教育環境 
5-1 （1/1） 

5-1 教育環境の整備点検、改善等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

5-1-1 専修学校設置基

準及び関連法令に基づ

き、教育上の必要性に対

応できる施設・設備、機

械器具等を備えているこ

と。（補修、更新含む） 

○当該専門学校における教育

課程を実施するために必要、か

つ十分な施設と、学生数、教育

内容、教育方法に対応するため

の設備を整備し、十分活用して

いるか 

法廷指定科目を実施できる

機器を装備している 

また昨今はデジタル技術に

関する教育も充実させるため

最新のパソコンやアプリケー

ションを導入している 

業界の技術進歩に伴う機器

備品のアップデートが課題で

ある 

中期的な設備投資計画を立

て運用する 

○施設、設備について適宜点

検し、計画的に改修、補修等を

適切に行っているか 

校舎移転から 10 年が経ち減

価償却を迎えた機材や教室什

器の入替を行っている 

廃盤機器の修理・代替が課題

となっている 

概ね計画的な実施が行われ

ている 

廃盤品の補填については代

替品の検討を行う 

中期的な設備投資計画を立

て運用する 

 

 

参照資料 中項目の評定 

棚卸台帳、中長期計画、予算書 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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5-2 （1/1） 

5-2 安全対策、防災組織 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

5-2-1 学校保健安全法

に基づく学校安全計画を

策定し、学校における安

全対策を適切に行ってい

ること。  

○学校保健安全法に基づく学

校安全計画を策定し、火災の発

生及び大規模災害発生時並び

に授業中の安全管理等におい

て、適切に対応しているか 

危機管理マニュアルを整備

している 

防火管理責任者を選任し、有

事の際に備えている 

年1回、学生に対し避難訓練、

防災教育を実施している 

また、職員の火災対応用消火

器訓練を実施している 

学校安全計画はひな形が完

成しているが実運用レベルに

至っていない 

防災教育に関しては極めて

ミニマムな実施にとどまって

いる 

しかしながら東日本大震災

を教訓として大規模震災の際

の避難方法について周知をし

ており、実際に履行できるレベ

ルであると判断している 

安全計画の運用が開始され

ていないため、基準に合致した

年 2 回以上の防災訓練が実施

できていない 

 早急な安全計画の運用を開

始する 

 また、その安全計画に基づい

た防災教育も実施していく 

 自然災害のみならず、ＡＥＤ

の使用方法など応急救急対応

の訓練も実施していきたい 

 

参照資料 中項目の評定 

安全計画、危機管理マニュアル 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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基準６ 教育活動の基盤と情報の公表 
6-1 （1/1） 

6-1 中期事業計画と財務基盤 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-1-1 当該専修学校の

中期事業計画又は設置法

人の中期事業計画に、教

育目的、教育目標の実現

に向けた具体的な内容が

位置付けられているこ

と。 

○当該専門学校の目的を実現

するために、実効性のある具体

的な中長期的計画が策定され

ているか 

学校の事業計画において、定

量的かつ定性的な目標に関し

て、5か年を区切りとして中期

計画として策定している 

5 か年で事業計画を作成し

教育目標を設定しているので、

単年度は達成できない大きな

目標を達成することができて

いる 

努力目標として中長期計画

を設定するため、時間の経過と

ともに修正を必要とする場合

が発生することがあるので、最

善の結果が残せるよう判断の

余地を残したい 

○設置法人が策定している場

合は、計画上に当該専門学校に

おける教育等の内容が明確に

位置付けられているか 

本校の設置承認書類に掲げ

ている開講の目的が法人にも

浸透しており、教育等の内容も

明確に位置付けられている 

学校設置申請書類に相反し

ない運営ができており、法人も

その内容を理解している 

大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 

○計画の進捗状況、組織上の役

割分担、計画の見直しなど計画

の遂行の実効性は十分か 

毎年、計画の遂行状況の振り

返りを行っている 

組織上の役割も毎年見直し

を行っており、計画の遂行の実

効性を確認している 

このように業務の形骸化を

防止することができているの

で業績評価につながっている 

役割布陣は職員のミッショ

ンステートメントを引き出し、

業務に創意工夫を生んでいる 

大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 
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6-1-2 当該専修学校の

教育活動を安定して遂行

するために必要かつ十分

な財務基盤を確立してい

ること。【注)修学支援新

制度機関要件の確認】 

【注）外国人留学生キャリ

ア形成促進プログラム】 

○中期事業計画を実行し、当該

専修学校の教育活動を安定し

て遂行するために必要かつ十

分な財務基盤を確立している

か、不十分な場合は改善に向け

た計画を策定しているか 

修学支援新制度についても

財政的な部分での不適はない 

学校の運営については 5か年

の目標を中心に財務計画を立

てている 

入学生の変化など収入の変

化に影響を受けない基盤運営

と収入に応じた設備投資運営

に分けて運営をしている 

情報公開資料として学園の

財務状況を公表している 

法人財務についても、学園本

部が中心として、今後の設備投

資を中心に学校財政のリスク

ヘッジにも対応できるように

している 

財務状況については問題が

なく、今後も今まで通りの運営

を行う 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画、役割分担表、収支予算書 

3 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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6-2 （1/1） 

6-2 学校運営 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-2-1 学校運営の組織

体制を整備し、適切な運

営が行われていること。  

○当該専門学校の全体の運営

について、事務組織体制を整備

し、業務分担、責任体制が明確

になっているか 

広報、学費、就職、校務の部

署として事務組織体制を整備

している 

業務分担、責任体制が明確に

なっている 

広報、学費、就職、校務の部

署を整備しており各部署が連

携して機能している 

組織文化として、所属部署に

固執した業務遂行ではなくサ

ッカー型組織として柔軟な業

務遂行を今後も実施する 

○教員と職員による連携体制

を確保しているか 

プロジェクトや会議・研修を

通して連携体制を担保してい

る 

広報、学費、就職、校務の部

署を整備しており各部署が連

携して機能しおり、所属部署の

特性を活かした業務の相乗効

果が発揮できている 

適材適所の組織布陣を継続

していくが、永続的な配置とは

せず人材育成の観点も考慮し、

適宜、配置転換を行っていく 

○校長による意思決定及び執

行管理が適切に行われている

か 

学則に規定している通り、卒

業・進級などの重要な学事の執

行は校長の意思決定により行

われている 

校長決済に集中することで、

即応的な承認を得ることが困

難な時がある 

学校長決済について代理執

行が可能な対象を整理する 

6-2-2 学校運営に必要

な知識・技能等を身に着

け、意欲及び資質を向上

させるために SD（Staff 

Development）活動などの

取組が行われているこ

と。 

○学校運営を適切かつ効果的

に行うため、学校の管理運営や

教育活動等に関わる教職員に

必要な知識及び技能を習得さ

せ、並びにその能力及び資質を

向上させるための組織的に研

修の機会を設けるなどの取組

みを行っているか 

教職員に対して、事業計画の

読み合わせや学内外の研修を

実施している 

キャリアに応じた研修を学

園グループで行っている 

学校教育法に規定されてい

る通り部署・職階に合わせた研

修も計画的に実施する 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画、業務役割分担表 

2 

 
最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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6-3 （1/1） 

6-3 学校評価の実質と改善活動 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-3-1 学校関係者評価

委員会、教育課程編成委

員会等外部からの意見

を反映するなど、関連企

業等団体、地域社会等か

らの意見を当該専修学

校の運営やその改善・向

上において活用してい

ること。 

特に職業実践専門課程

においては、教育課程編

成委員会を年 2回以上開

催していること。【職業

実践専門課程】 

〇定期的に外部を招いての会

議を実施し当該専修学校の運

営やその改善・向上において

活用しているか 

学校関係者評価委員会は毎

年、年 1 回、5 月に開催してい

る 

教育課程編成員会は毎年、年 2

回、5 月・10 月に開催している 

各委員会における委員の選定

は要件に適合した委員を招聘し

ている 

委員会を定期的に開催する

ことにより、客観的に学校運営

に対する評価を可視化するこ

とができているので、課題点の

洗い出しや、その改善点の方策

策定を素早く行うことができ

ている 

 委員の定期的な入れ替えを

実施し、新しい視点・切り口で

評価や意見徴収を行うことで、

現社会環境に適合した職業人

教育を実現することができる

と考えている 

〇職業実践専門課程において

は、教育課程編成委員会を年

2回以上開催しているか 

教育課程編成員会は毎年、年 2

回、5 月・10 月に開催している 

委員の選定は要件に適合した

委員を招聘している 

半年ごとに委員会を開催し

ているので、委員の意見徴収に

よる改善などの対応が素早く

行えている 

しかし、教育課程の見直しを

行う場合に、行政の承認による

タイムラグが生じることがあ

り、実教育に反映させるのに時

間がかかることがある 

委員の定期的な入れ替えを

実施し、新しい視点・切り口で

評価や意見徴収を行うことで、

現社会環境に適合した職業人

教育を実現することができる

と考えている 

6-3-2 学校評価を実施

し結果及び改善状況に

ついての情報を公表し

ていること。 

〇評価結果を報告書に取りま

とめているか 

各委員から招集した評価結果

を報告書として取りまとめてい

る 

また、評価結果については、

学校ホームページ上にて公表し

ている 

結果を公表することにより

公平性を保っている 

 大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 

〇結果に基づく改善への取組

を組織的かつ継続的に行い、

改善状況についての情報を公

開しているか 

委員会終了後に運営会議にて

改善点の対応を検討し、改善方

策を策定し実行している 

長所の進展や課題解決のた

めの改善方策は実行している

が、そのことを対以外的に公表

していない 

 学校の取り組みとして、「課

題」「改善方策」と明確化して

対外的に公表していく 
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6-3-3 学校評価の結果

に基づく改善への取組

を組織的かつ継続的に

行っていること。 

〇評価結果に対する改善を検

討・意思決定をする組織体制

は整備されているか 

委員会終了後に運営会議にて

改善点の対応を検討し、改善方

策を策定し実行している 

部署を超えた承認体制が取

れているので、実行の際の不平

不満が生じない 

大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 

〇評価結果に基づく学校改善

に取組む体制は整備されてい

るか 

必要に応じて、改善方策に対

して対応できる組織体制は整備

しており、教育・就職・広報・

校務の各担当部署が常に連携で

きるようにしている 

学校全体が当事者意識をも

って取り組むので、多角的な視

点による相乗効果の高い改善

を実施できることが多い 

 大きな不備がないため当面

現状のまま進めていく 

 

参照資料 中項目の評定 

学校関係者評価委員会、教育課程編成委員会、学校情報公開 

2 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 
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6-4 （1/1） 

6-4 社会からの理解と情報の公表 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-4-1 

当該専修学校の教育活

動、学修成果、学校運営

等の状況に関する情報を

積極的に公表しているこ

と。 

○自己点検・評価結果をはじ

め、公表が求められている教育

情報について適切に公表し、説

明責任を果たしているか 

自己点検・評価結果をはじ

め、公表が求められている教育

情報について適切に公表し、説

明責任を果たしている 

専修学校設置基準に準拠し

職業実践専門課程並びに修学

支援新制度など、学校の情報公

開の要件を満たしており、特に

問題はない 

職業実践専門課程並びに修

学支援新制度における情報公

開要件を遵守し続けることを

心掛ける 

6-4-2 

教育目的・目標の達成状

況や活動状況について関

連する教育機関、産業界

等をはじめ、社会全体か

らの理解を得るよう取組

んでいること。 

○当該専門学校の教育内容等

が社会から理解を得られるよ

うに、特に産業界等への積極的

な取組が行われているか 

職業実践専門課程 別紙様式

4 にて、学科の教育に対する業

過の関わりを明示しており、実

教育を展開している 

業界講師が参画する授業で

は、授業の組み立て、実施、評

価に至るまで、学校、業界が二

人三脚の協力体制が得られて

おり、本校が掲げる建学の理念

の一端が実現できている 

歯科技工業界は慢性的な人

手不足に陥っており、本校のよ

うな養成校の人材輩出に多い

な期待をいただいているため、

幅広く人材供給を行いたい 

○教育課程の編成、実施など実

践的な職業教育の展開、改善・

向上に向け、継続する教育機関

（高等学校等）、産業界、自治

体等からの意見を積極的に聴

取し、活用しているか 

学校関係者評価委員会を定

期的に開催し、教育機関、産業

界、自治体等からの意見を積極

的に聴取し、活用している 

また、教育機関への出前授業

や自治体イベントの参加を通

して意見を聴取している 

学校関係者評価員会の委員

からの評価はおおむね良好で

ある 

出前授業についても反応は

良く、職業理解の一端を担って

いる 

学校教育法の改正により職

業実践専門課程の開催が必須

でなくなるため、今後継続して

いくか他の方法にて意見収集

できる仕組みを構築する必要

がある 

 

参照資料 中項目の評定 

学校情報公開、職業実践専門課程 別紙様式 4 

3 
 

最終更新日付 2026 年 3 月 31 日 記載責任者 篠田 美和 

 


